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１ 電気通信事業会計制度の法的枠組み

（会計の整理）
第二十四条 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務

を提供する電気通信事業者は、その提供する基礎的電気通
信役務又は指定電気通信役務に関する料金の適正な算定
に資するため、総務省令で定める勘定科目の分類その他会
計に関する手続に従い、その会計を整理しなければならな
い。

（第一種指定電気通信設備との接続）
第三十三条 略

１３ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、
総務省令で定めるところにより、第一種指定電気通信設備との
接続に関する会計を整理し、及びこれに基づき当該接続に関
する収支の状況その他総務省令で定める事項を公表しなけれ
ばならない。

電気通信事業法 省令

【目的】
○ 第一種指定電気通信設備との接続に関する会計の整
理の方法を定めるとともに、当該接続に関す収支の状況等
を明らかにし、もって接続料の適正な算定に資すること

【目的】

○ 基礎的電気通信役務を提供する電気通信事業者及び
指定電気通信役務を提供する電気通信事業者の会計
の基準を確立するとともに、その財政状態及び経営成
績を明らかにし、もって基礎的電気通信役務及び指定
電気通信役務に関する料金の適正な算定に資すること

電気通信事業会計規則

第一種指定電気通信設備接続会計規則

電気通信事業会計

接続会計

本資料は、「電気通信事業における会計制度の在り方に関する研究会」最終報告書参考資料から抜粋して作成

○ 電気通信事業会計は、利用者料金算定の適正化の観点から、電気通信事業固有の規制会計として設けられたも
のであり、電気通信事業は、財務諸表等規則にいう「別記事業※」に含まれており、電気通信事業会計規則で定め
る様式や作成方法等に従い、貸借対照表や損益計算書等の財務諸表を作成すれば、それが会社法に基づく計算
書類等の様式等にも適合することとされている。

※ 財務諸表等規則の別記に掲げる事業。電気通信事業（第１１号）の他、電気事業（第１２号）やガス事業（第１３号）等が該当
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２ 電気通信事業会計と接続会計

【電気通信事業会計】
（損益計算書）

○ 電気通信事業会計の損益計算書上の損益については、同会計における指定電気通信役務損益明細
表や基礎的電気通信役務損益明細表等において、役務区分別等に整理・計上される。

○ また、電気通信事業会計の損益計算書上の費用と貸借対照表上の資産は、接続会計において、設備
区分別に整理・計上される。
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（指定電気通信役務損益明細表）

【接続会計】
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（１） 二以上の種類の役務に関連する営業費用は、原則として次の基準に
よってそれぞれの種類の役務に配賦すること。

営 業 費
窓 口 契約申込等件数比
料 金 料金請求件数比
販 売 販売件数比
そ の 他 加入数比、取扱量比（度数比又は通数比をいう。以下この

様式において同じ。）又は回線数比
運 用 費 加入数比又は取扱量比
施 設 保 全 費 関連する固定資産価額（取得原価をいう。共通費、管理費

、試験研究費及び研究費償却について同じ。）比
共 通 費 関連する固定資産価額比又は営業、運用及び施設保全部門

の人件費比若しくは支出額比
管 理 費 関連する固定資産価額比又は営業、運用、施設保全及び共

通部門の人件費比若しくは支出額比
試 験 研 究 費 営業収益額比又は関連する支出額比若しくは固定資産価額

比
研 究 費 償 却 同上
減 価 償 却 費 関連する固定資産価額（帳簿価額をいう。以下この様式に

おいて同じ。）比
固定資産除却費 関連する固定資産価額比
通信設備使用料 回線数比又は取扱量比
租 税 公 課
固定資産税等 関連する固定資産価額比
事 業 所 税 管理部門等の人件費比

（１） 二以上の細目の役務に関連する営業費用は、原則として次の基準
によってそれぞれの細目の役務に配賦すること。

営 業 費
窓 口 契約申込等件数比
料 金 料金請求件数比
販 売 販売件数比
そ の 他 加入数比、取扱量比（度数比又は通数比をいう。以下この

様式において同じ。）又は回線数比
運 用 費 加入数比又は取扱量比
施 設 保 全 費 関連する固定資産価額（取得原価をいう。共通費、管理費

、試験研究費及び研究費償却について同じ。）比
共 通 費 関連する固定資産価額比又は営業、運用及び施設保全部門

の人件費比若しくは支出額比
管 理 費 関連する固定資産価額比又は営業、運用、施設保全及び共

通部門の人件費比若しくは支出額比
試 験 研 究 費 営業収益額比又は関連する支出額比若しくは固定資産価額

比
研 究 費 償 却 同上
減 価 償 却 費 関連する固定資産価額（帳簿価額をいう。以下この様式に

おいて同じ。）比
固定資産除却費 関連する固定資産価額比
通信設備使用料 回線数比又は取扱量比
租 税 公 課
固定資産税等 関連する固定資産価額比
事 業 所 税 管理部門等の人件費比

別表第二 様式第14 指定電気通信役務損益明細表
（記載上の注意）

３ 電気通信事業会計における営業費用の配賦基準（省令）

○ 二以上の種類の役務に関連する営業費用の配賦基準は、電気通信事業会計規則別表でその原則を
規定している。

○ NTT東西は、この原則に基づき、実際に指定電気通信役務損益明細表等を作成する際に用いた配賦
基準を記した損益配賦方法書を、財務諸表の提出の際に併せて総務大臣に提出している。→ 非公表

■電気通信事業会計規則
別表第二 様式第13 基礎的電気通信役務損益明細表
（記載上の注意）

本資料は、「電気通信事業における会計制度の在り方に関する研究会」最終報告書参考資料から抜粋して作成 参考１－３



４ 基礎的電気通信役務損益明細表等（ＮＴＴ東日本 平成２０年６月３０日発表）

１ 基礎的電気通信役務損益明細表（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）

（注） 基礎的電気通信役務以外の電気通信役務に含まれる電報は、営業収益24,210百万円、営業費用17,687百万円、営業利益6,523百万円であります。

２ 指定電気通信役務損益明細表（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）

（注） 特定電気通信役務以外の指定電気通信役務に含まれる音声伝送役務は、営業収益425百万円、営業費用271百万円、営業利益154百万円、データ伝
送役務は営業収益78,195百万円、営業費用84,315百万円、営業利益△6,120百万円であります。
「指定電気通信役務以外の電気通信役務」には、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）を利用した商用サービスに係る損益が含まれております。

（備考） 計数は、ＮＴＴ東日本がホームページで公表している「電気通信役務に関する収支の状況その他会計に関する事項」による。
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５ 附帯事業損益明細表

○ 電気通信事業会計規則では、様式第２で損益計算書の様式が定められており、営業損益について
は、電気通信事業営業損益とその他の営業損益（附帯事業損益）を区分経理することとされている。
附帯事業損益については、附帯事業損益明細表（様式第１６）でその内訳を公表している。（省令第
１６条）

区 分 所要額

Ⅰ 電気通信事業営業損益

（１） 営業収益

（２） 営業費用

１ 営業費

２ 運用費

３ 施設保全費

・・・・・・・・・・

１０ 租税公課

電気通信事業営業損益

Ⅱ 附帯事業営業損益

（１） 営業収益

（２） 営業費用

附帯事業営業利益

営業利益

・・・・・・・・・・・・・・・・

区 分 営業収益 営業費用 営業利益

（附帯事業損益明細表） 省令様式第１６で規定（損益計算書） 省令様式第２で規定

（注）（別表第１）

電気通信事業と電気通信事業以外の事業とに関連する費用は、原
則として次の基準によつてそれぞれの事業に配賦する。

・共通費： 関連する固定資産価額（取得原価をいう。管理費、試
験研究費及び研究費償却について同じ。）比又は管理・
共通部門以外の部門の人件費比若しくは支出額比

・管理費： 関連する固定資産価額比又は管理部門以外の部門の人
件費比若しくは支出額比

・試験研究費： 営業収益額比又は関連する支出額比若しくは固定
資産価額比

・研究費償却： 同上
・減価償却費： 関連する固定資産額（帳簿価額をいう。以下この

別表において同じ。）比
・固定資産除却費： 関連する固定資産価額比
・租税公課
固定資産税等： 関連する固定資産価額比
事業所税： 管理部門等の人件費比
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６ 附帯事業損益明細表例（ＮＴＴ東日本 平成２０年６月３０日発表）

区 分 所要額

Ⅰ 電気通信事業営業損益

（１） 営業収益 1,868,925

（２） 営業費用 1,827,280

１ 営業費 511,430

２ 運用費 15,624

３ 施設保全費 470,589

４ 共通費 95,845

５ 管理費 109,778

６ 試験研究費 54,959

７ 減価償却費 418,168

８ 固定資産除却費 37,120

９ 通信設備使用料 38,363

１０ 租税公課 75,399

電気通信事業営業損益 41,644

Ⅱ 附帯事業営業損益

（１） 営業収益 133,834

（２） 営業費用 130,487

附帯事業営業利益 3,347

営業利益 44,992

Ⅲ 営業外収益

１ 受取利息 55

２ 受取配当金 3,938

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・

（１９年度決算 ＮＴＴ東日本 Ｐ／Ｌ）

区 分 営業収益 営業費用 営業利益

お買上げ 51,785 57,833 ▲6,048

受託 72,446 63,682 8,764

コンサルティング 2,572 1,934 638

その他の附帯業務 984 3,356 ▲2,372

目的達成業務 6,045 3,680 2,365

計 133,834 130,487 3,347

（附帯事業損益明細表）

（注） 区分の解説（ＮＴＴ東日本財務部に電話で照会して聴取）

・ お買上げ： 電話機、ＦＡＸ等の機器類の販売
・ 受託： 電気通信機器の設計、保守
・ コンサルティング： 電気通信システムの構築のコンサルティング
・ その他の附帯業務： パソコンのセットアップ、ネット接続等
・ 目的達成業務： 他社商品の販売・取り次ぎ等

単位：百万円 単位：百万円
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７ 電気通信事業会計制度のまとめ

【電気通信事業会計】
（損益計算書）

○ 電気通信事業と電気通信事業以外の事業（附帯事業）については、損益計算書上で、会計分離され
ており、附帯事業の内訳についても公表されている。

○ また、電気通信事業損益については、役務別会計と接続会計のそれぞれについてサービス別、設備
区分別に整理・計上されている。
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役務区分別
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（電気通信事業会計）
○基礎的電気通信役務損益明細表（別表第２ 様式第１３）
○指定電気通信役務損益明細表（別表第２ 様式第１４）

［電気通信事業会計規則］

（接続会計）
○利用部門、管理部門別に収益・費用を分類

［第一種指定電気通信設備接続会計規則］

附帯事業内訳
（電気通信事業会計）
○附帯事業損益明細表（別表第２ 様式第１６）

［電気通信事業会計規則］

（費用配賦方法等の公表）
・ 役務明細表・・・指定電気通信役務損益配賦方法書に基づき算出

（同方法書は、総務大臣に提出されるが、非公表）
・ 接続会計・・・接続会計処理手順書に基づき算出（同手順書は公表）

計算結果は全て公表
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